
令和7年第3回紀の川市議会定例会議案書

和歌山県紀の川市



諮問第８号 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

記 

 

住 所   紀の川市        

氏 名   菊
きく

  岡
おか

     功
いさお

 

                     

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

 

紀の川市長  岸 本  健 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

人権擁護委員が、令和７年１２月３１日任期満了となることに伴い、菊岡功君を人権

擁護委員の候補者として推薦するため。 

 

 

 

 

 



諮問第９号 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

記 

 

住 所   紀の川市        

氏 名   渋
しぶ

  田
た

  敏
とし

  江
え

 

                      

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

 

紀の川市長  岸 本  健 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

人権擁護委員が、令和７年１２月３１日任期満了となることに伴い、渋田敏江君を人

権擁護委員の候補者として推薦するため。 

 

 

 

 

 



議案第 5 9号

令和6年度紀の川市一般会計歳入歳出決算の 認 定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第23 3条第3項の規 定により、 令和6年度
紀の川市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第6 0号

令和6年度紀の川市土地取得事業特別会計歳入歳出決算の認 定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第3項の規 定により、 令和6年度

紀の川市土地取得事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の 認
定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第61号

令和 6 年度紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算の認定に
ついて

地方自治法（昭和 2 2 年法律第 6 7 号）第 2 3 3 条第 3 項の規定により、 令和 6 年度
紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、
議会の 認定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第62号

令和6年度紀の川市国民健康保険直営診療施設勘 定特別会計歳入歳出決算
の 認 定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第3項の規 定により、 令和6年度
紀の川市国民健康保険直営診療施設勘 定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を
付 けて、 議会の認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 6 3 号

令和 6 年度紀の川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認 定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第23 3条第3項の規 定により、 令和6年度
紀の川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の
認 定に付する。

令和 7 年 9 月 2 日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第64 号

令和 6 年度紀の川市介護 保険事業勘 定特別会計歳入歳出決算の 認 定につい
て

地方自治法（昭和22年法律第 6 7 号）第2 3 3 条第 3 項の規 定により、 令和 6 年度
紀の川市介護 保険事業勘 定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会
の 認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第6 5 号

令和6年度紀の川市財産区特別会計歳入歳出決算の認 定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第23 3条第3項の規 定により、 令和6年度
紀の川市財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認 定に付
する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第66号

令和6年度紀の川市水道事業会計における水道事業剰余金の処分及び決算
の 認 定について

地方公営企業法（昭和27年法律第29 2号）第32条第2項の規 定により、 令和6
年度紀の川市水道事業剰余金の処分について、 議会の議決を求める。 また、 同法第30
条第4 項の規 定により、 令和6年度紀の川市水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を
付けて、 議会の認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第67号

令和6年度紀の川市工業用水道事業会計における工業用水道事業剰余金の
処分及び決算の 認 定について

地方公営企業法（昭和27年法律第29 2号）第32条第2項の規 定により、 令和6
年度紀の川市工業用水道事業剰余金の処分について、 議会の議決を求める。 また、 同法

第30条第4 項の規 定により、 令和6年度紀の川市工業用水道事業会計決算を別紙監査
委員の意見を付けて、 議会の 認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第68号

令和6年度紀の川市下水道事業会計決算の認 定について

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第4 項の規 定により、 令和6
年度紀の川市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認 定に付する。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第69号

紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条 例の
一部改正について

紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に
基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年紀の川市条例
第31号）の一部を別紙のとおり改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方公共団体情報システムの標準化に伴い、 所要の改正を行うため。

- 13 -



紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に
関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例（平成27年紀の川市条例第31号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

1
4
 

改 正 目ヽ r IJ 改 正 後
（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲）

第4 条 略 第4 条 略
2·3 略 2 • 3 略
（新設） 4 市長又は 教育 委員会は、 法別表の各項の下欄に掲げる事務（法

第9条第1項に規 定する準法 定事務を含む。 ）を処理するために
必要な限度で、 住登外者宛名番号管理機能（市の事務を処理する
ために利用する情報システムの機能であって住登外者（市の住民
基本台帳に記録されていない者をいう。 以下同じ。 ）を特定する
固有の番号を付番し、 管理するものをいう。 以下同じ。 ）による
住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外者宛名 情報」
という。 ）であって自らが 保有するものを利用することができ
る。

4 ・ 旦 略 立 ・ 旦 略
（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供）

第5条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供す 第5条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供す
ることができる場合は、 教育 委員会 が、 市長 ることができる場合は、 別表第3の第1欄に掲げる機関が、 同表



1
5
 

改 正 月‘’IJ 改 正 後
に対し、 別表第3の第2欄に掲げる事務を の第3欄に掲げる機関に対し、 同表 の第2欄に掲げる事務を

処理するために必要な同表の第4 欄に掲げる特定個人情報の提供 処理するために必要な同表の第4 欄に掲げる特定個人情報の提供
を求めた場合において、 市長 が当該特定個 を求めた場合において、 同表の第3欄に掲げる機関が当該特定個
人情報を提供するときとする。 人情報を提供するときとする。

2 略 2 略

別表第1（第4 条関係） 別表第1（第4 条関係）

6
略
市長

機関
略
略

事務 機関 事務
略 略

6市長 略
7市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報

の管理に関する事務であって規則で定めるもの
8 教育 委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報

の管理に関する事務であって規則で定めるもの
別表第2（第4 条関係） 別表第2（第4 条関係）

機関 事務 特定個人情報 機関 事務 特定個人情報
略 略 略 略 略 略

1 0市長 略 略 1 0市長 略 略
1 1市長 紀の川市子ども医療費の 略 1 1市長 紀の川市子ども医療費の 略

支給に関する条例による 外国人生活 保護関係情報であ 支給に関する条例による 外国人生活 保護関係清報であ
医療費の支給に関する事 って規則で定めるもの 医療費の支給に関する事 って規則で定めるもの
務であって規則で定める 務であって規則で定める 主登外者宛名 情報であって規
もの もの 則で定めるもの



1

6
 

改 正 目‘ lj’ 改 正 後
1 2市長 紀の川市ひとり親家庭医 略 1 2市長 紀の川市ひとり親家庭医 略

療費の支給に関する条例 外国人生活保護関係情報であ 療費の支給に関する条例 外国人生活保護関係情報であ
による医療費の支給に関 って規則で定めるもの による医療費の支給に関って規則で定めるもの
する事務であって規則で する事務であって規則で住登外者宛名 情報であって規
定めるもの 定めるもの 則で定めるもの

1 3市長 紀の川市心身障害児（者 略 1 3市長 紀の川市心身障害児（者 略
）医療費の支給に関する 外国人生活保護関係情報であ ）医療費の支給に関する外国人生活保護関係情報であ
条例による医療費の支給 って規則で定めるもの 条例による医療費の支給って規則で定めるもの
に関する事務であって規 に関する事務であって規住登外者宛名 情報であって規
剛で定めるもの 則で定めるもの 則で定めるもの

14 市長 高齢者の医療の確 保に関 略 14 市長 高齢者の医療の確 保に関 略
する法律による特定健康外国人生活保護関係情報であ する法律による特定健康外国人生活保護関係情報であ
診査の実施に関する事務 って規則で定めるもの 診査の実施に関する事務って規則で定めるもの
であって規則で定めるも であって規則で定めるも住登外者宛名 情報であって規
の の 則で定めるもの

1 5 市長 生活に困窮する外国人に 地方税関係情報であって規則 1 5 市長 生活に困窮する外国人に地方税関係清報であって規則
対する生活保護法による で定めるもの 対する生活保護法による で定めるもの
呆護に準じた措置に関す 保護に準じた措置に関す住登外者宛名 情報であって規
る事務であって規則で定 る事務であって規則で定 則で定めるもの
めるもの めるもの

別表第3（第 5 条関係） 別表第3（第 5 条関係）
情報照会機関 事務 情報提 特定個人情報 情報照会機関 事務 情報提 特定個人情報

供機関 供機関
教育 委員会 略 略 略 1市長 住登外者宛名番号管理機能 教育 委H主登外者宛名 情



改 正 目‘’IJ 改 正 後
による住登外者の情報の管 且＝ム 報であって規則
理に関する事務であって規 で定めるもの
則で定めるもの

2 教育 委員会 略 略 略
3 教育 委員会 住登外者宛名番号管理機能麟 住登外者宛名 情

による住登外者の情報の管 報であって規則
理に関する事務であって規 で定めるもの
則で定めるもの

1

7
 

附 則
この条例は 、公布の日から施行する。



議案第70号

紀の川市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例及び紀の川市職員の育児休
業等に関する条例の一部を改正する条 例の制定について

紀の川市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例及び紀の川市職員の育児休業等に関す
る条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和7年法律第 5 号）

が令和7年10月1日から施行されることに伴い、 条 例の一部を改正するため。

- 18 -



紀の川市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例及び紀の川市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

（紀の川市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例の一部改正）
第1条 紀の川市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例（平成17年紀の川市条例第37号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分

は、 次の表中下線の部分である。

1

9
 

改 正 前
（週休日及び勤務時間の割り振り）

第3条 略
2 略
3 任命権者は、 次に掲げる職員について、 週休日並びに始業及び

終業の時刻について、 職員の申告を考慮して、 第1項の規 定によ
る週休日に加えて当該職員の週休日を設け、 及び当該職員の勤務
時間を割り振ることが公務の運営に支障がないと認める場合に
は、 同項及び第2項の規 定にかかわらず、 規則の 定めるところに
より、 職員の申告を経て、 4 週間を超えない範囲内で週を単位と
して規則で定める期間ごとの期間につき第1項の規 定による週休
日に加えて当該職員の週休日を設け、 及び当該期間につき前条に
規 定する勤務時間となるように当該職員の勤務時間を割り振るこ
とができる。

(1)子（民法（明治29年法律第89号）第81 7条の2第1項
の規 定により職員が当該職員との間における同項に規 定する特
別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

改 正 後
（週休日及び勤務時間の割り振り）

第3条 略
2 略
3 任命権者は、 次に掲げる職員について、 週休日並びに始業及び

終業の時刻について、 職員の申告を考慮して、 第1項の規 定によ
る週休日に加えて当該職員の週休日を設け、 及び当該職員の勤務
時間を割り振ることが公務の運営に支障がないと認める場合に
は、 同項及び第2項の規 定にかかわらず、 規則の 定めるところに
より、 職員の申告を経て、 4 週間を超えない範囲内で週を単位と
して規則で定める期間ごとの期間につき第1項の規 定による週休
日に加えて当該職員の週休日を設け、 及び当該期間につき前条に
規 定する勤務時間となるように当該職員の勤務時間を割り振るこ
とができる。

(1)子（民法（明治29年法律第89号）第81 7条の2第1項
の規 定により職員が当該職員との間における同項に規 定する特
別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求



2
0
 

改 正 月‘’LJ 改 正 後
に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。 ）で に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。 ）で
あって、 当該職員が現に監護するもの、 児童福祉法（昭和22 あって、 当該職員が現に監護するもの、 児童福祉法（昭和22

年法律第164 号）第27条第1項第3号の規 定により同法第 年法律第164 号）第27条第1項第3号の規 定により同法第
6条の4 第2号に規 定する養子縁組里親である職員に 委託され 6条の4 第2号に規 定する養子縁組里親である職員に 委託され
ている 児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含 ている 児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含
む。 以下第8条の2及び第8条の3において同じ。 ）の養育又 む。 以下第8条の2及び第8条の3において同じ。 ）の養育又
は配偶者等（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の は配偶者等（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の
事情に ある者を含む。 以下この号において同じ。 ）、 父母、 事情に ある者を含む。 以下この号において同じ。 ）、 父母、
子、 配偶者の父母その他規則で定める者をいう。 第1 5 条第1 子、 配偶者の父母その他規則で定める者をいう。 第1 5 条第1
項及び第17条の2第1項において同じ。 ）の介護をする職員 項及び第17条の3第1項において同じ。 ）の介護をする職員
であって、 規則で定めるもの であって、 規則で定めるもの

(2) 略 (2) 略
（新設） （妊娠、 出産等についての申出をした職員等に対する意向確 認等

L 
第17条の2 任命権者は、 紀の川市職員の育児休業等に関する条

例（平成17年紀の川市条例第38号）笙21条第1項の措置を
講ずるに当たっては、 同項の規 定による申出をした職員（以下こ
の項において「申出職員」という。 ）に対して、 次に掲げる措置
を講じなければならない。

(1)申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号
において「出生時両立支援制度等」 という。 ）その他の事項を
知らせるため四措置

(2)出生時両立支援制度等の請求、 申告又は申出（以下「請求等
」という。 ）に係る申出職員の意向を確 認するための措置
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1

 

改 正 目‘’1」 改 正 後
(3)紀の川市職員の育児休業等に関する条例第21条第1項の規

定による申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員
の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、 又は
発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障
となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認す
るための措置

旦任命権者は、 3歳に満たない子を養育する職員（以下この項に
おいて「対象職員」という。 ）に対して、 規則で定める期間内
に、 次に掲げる措置を講じなければならない。

(1)疇職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号
において「育児期両立支援制度等」という。 ）その他の事項を
知らせるための措置

(2)育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認
するための措置

(3)疇職員の3歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する
対象職員の家庭の状況に起因して発生し、 又は発生することが
予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改
善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置

旦任命権者は、 第1項第3号又は前項第3号の規 定により意向を
疇した事項の取扱いに当たっては、 当該意向に配慮しなければ
ならない。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確 （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確
認等） 認等）

第17条の2 任命権者は、 職員が配偶者等が当該職員の介護を必 第I 7条の3 任命権者は、 職員が配偶者等が当該職員の介護を必



改 正 目‘lj’ 改 正 後
要とする状況に至ったことを申し出たときは、 当該職員に対し 要とする状況に至ったことを申し出たときは、 当該職員に対し
て、 仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び て、 仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び
次条において「介護両立支援制度等」という。 ）その他の事項を 次条において「介護両立支援制度等」 という。 ）その他の事項を
知らせるとともに、 介護両立支援制度等の申告、 請求又は申出（ 知らせるとともに、 介護両立支援制度等の請求等
次条において「請求等」という。 ）に係る当該職員の意向を確認 に係る当該職員の意向を確認
するための面談その他の措置を講じなければならない。 するための面談その他の措置を講じなければならない。

2 略 2 略
（勤務環境の整備に関する措置） （勤務環境の整備に関する措置）

第17条の3 略 第17条の4 略

2
2
 

（紀の川市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）
第2条 紀の川市職員の育児休業等に関する条例（平成17年紀の川市条例第38号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次

の表中下線の部分である。
改 正 目‘’IJ 改 正 後

（趣旨） （趣旨）
第1条 この条例は、 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 第1条 この条例は、 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

3年法律第11 0号。 以下「育児休業法」という。 ）第2条第1 3年法律第11 0号。 以下「育児休業法」という。 ）第2条第1
項、 第3条第2項、 第 5 条第2項、 第7条、 第8条、 第10条第 項、 第3条第2項、 第 5 条第2項、 第7条、 第8条、 第10条第
1項及び第2項、 第14 条及び第1 5 条（これらの規 定を育児休 1項及び第2項、 第14 条及び第1 5 条（これらの規 定を育児休
業法第17条において準用する場合を含む。 ）、 第17条、 第1 業法第17条において準用する場合を含む。 ）、 第17条、 第1
8条第3項並びに第19条第1項及び第2項 の規 8条第3項並びに第19条第1項から第3項まで及び第 5 項の規
定に基づき、 並びに育児休業法を実施するため、 職員の育児休業 定に基づき、 並びに育児休業法を実施するため、 職員の育児休業
等に関し必要な事項を 定めるものとする。 等に関し必要な事項を 定めるものとする。
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改 正 月‘’

1」 改 正 後
（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員）

第17条 育児休業法第19条第1項の条例で定める職員は、 次に 第17条 育児休業法第19条第1項の条例で定める職員は、 次に
掲げる職員とする。 掲げる職員とする。

(1) 略 (1) 略
(2)勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定 (2)勤務日の日数 を考慮して規則で定

める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の4 める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の4
第1項に規 定する短時間勤務の職を占める職員（以下「 定年前 第1項に規 定する短時間勤務の職を占める職員
再任用短時間勤務職員等」 という。 ）を除く を除く。 次条において同

。 ） L。 )
（部分休業の承認） （第1号部分休業の承認）

第18条 部分休業（育児休業法第19条笙1項に規 定する部分休 第18条 育児休業法第19条第2項第1号に掲げる範囲内で請求
業をいう。 以下同じ。 ）の承認は、 正規の勤務時間（非常勤職員 する同条第1項に規 定する部分休業（以下「第1号部分休業」と
（ 定年前再任用短時間勤務職員等を除く。 以下この条において同 いう。 ）の承認は、 3 0分を単位として行うものとするg

じ。 ）に あっては、 当該非常勤職員について 定められた勤務時間
）の始め又は終わりにおいて、 3 0分を単位として行うものとす
る゜

2 労働基準法第67条の規 定による育児時間又は勤務時間条例第 2 労働基準法第67条の規 定による育児時間又は勤務時間条例第
1 5 条の2第1項の規 定による介護時間の承認を受けて勤務しな 1 5 条の2第1項の規 定による介護時間の承認を受けて勤務しな
い職員に対する部分休業 の承認については、 1日につき2 い職員に対する第1号部分休業の承認については、 1日につき2
時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しな 時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しな
い時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 い時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。

3 非常勤職員に対する部分休業 の承認については、 1日に 3 非常勤職員に対する第1号部分休業の承認については、 1日に
つき、 当該非常勤職員について1日につき 定められた勤務時間か つき、 当該非常勤職員について1日につき 定められた勤務時間か
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改 正 月ヽ r IJ 改 正 後
ら 5 時間4 5 分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職 ら 5 時間4 5 分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職
員が育児時間又は育児休業、 介護休業等育児又は家族介護を行う 員が育児時間又は育児休業、 介護休業等育児又は家族介護を行う
労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）第61条の 労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）第61条の
2第20項の規 定による介護をするための時間（以下「介護をす 2第20項の規 定による介護をするための時間（以下「介護をす
るための時間」という。 ）の承認を受けて勤務しない場合に あっ るための時間」 という。 ）の承認を受けて勤務しない場合に あっ
ては、 当該時間を超えない範囲内で、 かつ、 2時間から当該育児 ては、 当該時間を超えない範囲内で、 かつ、 2時間から当該育児
時間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時 時間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時
間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。

（新設） （第2号部分休業の承認）
堕18条の2 育児休業法箆1 9条第2項第2号に掲げる範囲内で

請求する同条第1項に規 定する部分休業（以下「第2号部分休業
」という。 ）の承認は、 1時間を単位として行うものとする。 た
だし、 次の各号に掲げる場合に あっては、 それぞれ当該各号に 定
める時間数の堕2号部分休業を承認することができる。

(1) 1回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間が
ある場合であって、 当該勤務時間の全てについて承認の請求が
あったとき 当該勤務時間の時間数

(2)第2号部分休業の残時間数に1時間未満の端数が ある場合で
あって、 当該残時間数の全てについて承認の請求が あったとき

当該残時間数
（新設） （育児休業法第1 9条堕2項の条例で定める1年の期間）

第18条の3 育児休業法第1 9条第2項の条例で定める1年の期
間は、 毎年4 月1日から翌年3月31日までとする。

（新設） （育児休業法堕1 9条第2項第2号の人事院規則で定める時間を
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改 正 月‘ ’

IJ 改 正 後
基準として条例で定める時間）

第18条の4 育児休業法第19条第2項第2号の人事院規則で定
める時間を基準として条例で定める時間は、 次の各号に掲げる職
員の区分に応じ、 当該各号に 定める時間とする。

(1)非常勤職員以外の職員 7 7時間30分
(2)非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日1日当たりの勤務時間

数に10を乗じて得た時間
（新設） （育児休業法第19条第3項の条例で定める特別の事情）

第18条の 5 育児休業法第19条第3項の条例で定める特別の事
情比 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、 配偶者と別居
したことその他の同条第2項の規 定による申出時に予測すること
ができなかった事実が生じたことにより同条第3項の規 定による
変更（以下「第3項変更」という。 ）をしなければ同項の職員の
小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じる
と任命権者が認める事情とする。

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い）
第19条 職員が部分休業 の 第19条 職員が育児休業法第19条第1項に規 定する部分休業の

承認を受けて勤務しない場合には、 その勤務しない1時間につ 承認を受けて勤務しない場合には、 その勤務しない1時間につ
き、 給与条例第7条に規 定する勤務1時間当たりの給与額を減額 き、 給与条例第7条に規 定する勤務1時間当たりの給与額を減額
して支給する。 して支給する。

2 略 2 略
（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由）

第20条 第13条の規 定は、 部分休業について準用する。 第20条 育児休業法堕19条第6項において準用する育児休業法
第 5 条第2項の条例で定める事由 は、 職員が第3項変更をしたと



-
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議案第71号

紀の川市支所及び出張所設置条例の一部改正について

紀の川市支所及び出張所設置条例（平成17年紀の川市条例第8号）の一部を別紙の
とおり改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由
鞘渕出張所を移転するため。

紀の川市長 岸 本 健

- 27 -



紀の川市支所及び出張所設置条例の一部を改正す る 条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市支所及び出張所設置条例 （平成 1 7 年紀の川市条例第 8 号） の一部を次の よ う に改正す る 。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部
分であ る 。

2
8
 

改 正 則‘’ 改 正 後

（名称等） （名称等）
第 2 条 支所及び出張所の名称、 位置及び所管区域は、 次の と お り 第 2 条 支所及び出張所の名称、 位置及び所管区域は、 次の と お り

と す る 。 と す る 。

名称 位置 所管区域 名称 位置 所管区域
略 略 略 略 略 略

貴志川支所 略 略 貴志川支所 略 略
鞘渕出張所 紀の川市中鞘渕 1 0 4 1 番地 略 輌渕出張所 紀の川市中鞘渕 1 6 3 4 番地 1 略

附 則
こ の条例 は、 令和 8 年 1 月 1 日 か ら施行す る 。



議案第72号

紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担に関
する条例の一部改正について

紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（
平成21年紀の川市条例第2号）の一部を別紙のとおり改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担の限度額の引上
げについて、 所要の改正を行うため。

- 29 -



紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成21年紀の川市条例第2号）の一部を次のように
改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分で ある。

3
0
 

改 正 前
（選挙運動用 ビラの作成の公費負担額及び支払手続）

第8条 市は、 候補者（前条の規 定による届出をした者に限る。 ）
が同条の契約に基づき当該契約の相手方で ある ビラの作成を業と
する者に支払うべき金額のうち 、 当該契約に基づき作成された選
挙運動用 ビラの1枚当たりの作成単価（当該作成単価が7円73
餞を超える場合には、 7円73銭）に当該選挙運動用 ビラの作成
枚数（当該候補者を通じて法第14 2条第1項第6号に 定める枚
数の範囲内のもので あることにつき、 委員会が定めるところによ
り、 当該候補者からの申請に基づき、 委員会が確 認したものに限
る。 ）を乗じて得た金額を、 第6条後段において準用する第2条
ただし書に規 定する要件に該当する場合に限り、 当該 ビラの作成
を業とする者からの請求に基づき、 当該 ビラの作成を業とする者
に対し支払う。
（選挙運動用ポス タ ーの作成の公費負担額及び支払手続）

第11条 市は、 候補者（前条の規 定による届出をした者に限る。
）が同条の契約に基づき当該契約の相手方で あるポス タ ーの作成
を業とする者に支払うべき金額のうち 、 当該契約に基づき作成さ

改 正 後
（選挙運動用 ビラの作成の公費負担額及び支払手続）

第8条 市は、 候補者（前条の規 定による届出をした者に限る。 ）
が同条の契約に基づき当該契約の相手方で ある ビラの作成を業と
する者に支払うべき金額のうち 、 当該契約に基づき作成された選
挙運動用 ビラの1枚当たりの作成単価（当該作成単価が8円38
餞を超える場合には、 8円38銭）に当該選挙運動用 ビラの作成
枚数（当該候補者を通じて法第14 2条第1項第6号に 定める枚
数の範囲内のもので あることにつき、 委員会が定めるところによ
り、 当該候補者からの申請に基づき、 委員会が確 認したものに限
る。 ）を乗じて得た金額を、 第6条後段において準用する第2条
ただし書に規 定する要件に該当する場合に限り、 当該 ビラの作成
を業とする者からの請求に基づき、 当該 ビラの作成を業とする者
に対し支払う。
（選挙運動用ポス タ ーの作成の公費負担額及び支払手続）

第11条 市は、 候補者（前条の規 定による届出をした者に限る。
）が同条の契約に基づき当該契約の相手方で あるポス タ ーの作成
を業とする者に支払うべき金額のうち、 当該契約に基づき作成さ



3
1
 

改 正 前
れた選挙運動用ポスタ ーの1枚当たりの作成単価（当該作成単価
が、 5 4 1円31銭に当該選挙における選挙運動用ポスタ ー掲示
場 の数を乗じて得た金額に316, 2 5 0円を加えた金額を当該
選挙における選挙運動用ポス タ ー掲示場 の数で除して得た金額（
1円未満の端数が ある場合には、 その端数は、 1円とする。 以下
「単価の限度額」という。 ）を超える場合には、 当該単価の限度
額）に当該選挙運動用ポス タ ーの作成枚数（当該候補者を通じて
当該選挙における選挙運動用ポスタ ー掲示場 の数に相当する数の
範囲内のものであることにつき、 委員会が定めるところにより、
当該候補者からの申請に基づき、 委員会が確認したものに限る。
）を乗じて得た金額を、 第9条後段において準用する第2条ただ
し書に規 定する要件に該当する場合に限り、 当該ポス タ ーの作成
を業とする者からの請求に基づき、 当該ポスタ ーの作成を業とす
る者に対して支払う。

改 正 後
れた選挙運動用ポスタ ーの1枚当たりの作成単価（当該作成単価
が、 5 8 6円 8 8 銭に当該選挙における選挙運動用ポス タ ー掲示
場 の数を乗じて得た金額に316, 2 5 0円を加えた金額を当該
選挙における選挙運動用ポス タ ー掲示場 の数で除して得た金額（
1円未満の端数が ある場合には、 その端数は、 1円とする。 以下
「単価の限度額」という。 ）を超える場合には、 当該単価の限度
額）に当該選挙運動用ポス タ ーの作成枚数（当該候補者を通じて
当該選挙における選挙運動用ポスタ ー掲示場 の数に相当する数の
範囲内のものであることにつき、 委員会が定めるところにより、
当該候補者からの申請に基づき、 委員会が確認したものに限る。
）を乗じて得た金額を、 第9条後段において準用する第2条ただ
し書に規 定する要件に該当する場合に限り、 当該ポス タ ーの作成
を業とする者からの請求に基づき、 当該ポスタ ーの作成を業とす
る者に対して支払う。

附 則
この条例は、 公布の日から施行し、 改正後の紀の川市議会議員及び紀の川市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の規 定は、

この条例の施行の日以後にその期日を告示される選挙から適用する。



議案第73号

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条 例の
一部改正について

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成17年
紀の川市条例第4 3号）の一部を別紙のとおり改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

選挙長等の報酬の引上 げ等について、 所要の改正を行うため。
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紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成17年紀の川市条例第4 3号）の一部を次のように改正す
る。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

3
3
 

改 正 目‘ ’

LJ 改 正 後
（特別職の職員の報酬） （特別職の職員の報酬）

第1条 略 第1条 略
2~4 略 2~4 略
（新設） 旦 選挙に関する特別職の職員に対する報酬は、 2以上の選挙を同

時に行う場合において、 当該2以上の選挙を1の選挙とみなして
支給する。

別表（第1条関係） 別表（第1条関係）
（単位 ： 円） （単位 ： 円）

区分 報酬の額 区分 報酬の額
略 略 略 略

選挙管理 委員選挙加給 略 選挙管理 委員選挙加給 略
選挙長 選挙1回につ き 102 000 選挙長 選挙1回につ き 12, 200 
投票所の投票管理者 選挙1回につ き 1 2! 0 0 0 投票所の投票管理者 濾挙1回につ き 1 4 , 5 0 0 
期日前投票所の投票管理者 日額 11, 000 期日前投票所の投票管理者 日額 12, 800 
開票管理者 選挙1回につ き 10! 000 開票管理者 選挙1回につ き 12, 200 



3
4
 

改 正 月‘ ’

IJ 改 正 後
投票所の投票立会人 選挙1回につき 11, 000 投票所の投票立会人 選挙1回につき 1 2, 4 0 0（た

だし、 中途で交代した場合は、 事務
に従事した時間で按分した額とし、
その額に100円未満の端数が生じ
たときは、 これを切り捨てた額）

期日前投票所の投票立会人 日額 1 0, 0 0 0 期日前投票所の投票立会人 日額 10! 900（ただし、 中途
で交代した場合は、 事務に従事した
時間で按分した額とし、 その額に1
00円未満の端数が生じたときは、
これを切り捨てた額）

開票立会人 選挙1回につき 8, 5 0 0 開票立会人 選挙1回につき 10, 100 
選挙立会人 選挙1回につき 8, 5 0 0 選挙立会人 選挙1回につき 10, 100 

略 略 略 略

附 則
この条例は、 公布の日から施行する。



議案第7 4 号

紀の川市国民健康保険直営診療施設条 例の一部改正について

紀の川市国民健康保険直営診療施設条 例（平成17年紀の川市条 例第1 4 0号）の一

部を別紙のとおり改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

紀の川市国民健康保険直営鞘渕診療所を移転し、 紀の川市国民健康保険直営細野診療
所を廃止するため。
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紀の川市国民健康保険直営診療施設条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市国民健康保険直営診療施設条例（平成17年紀の川市条例第14 0号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表
中下線の部分である。

3
6
 

改 正 目‘ 1
’

」 改 正 後
（名称及び位置） （名称及び位置）

第2条 国民健康保険法（昭和33年法律第19 2号）第82条の 第2条 国民健康保険法（昭和33年法律第19 2号）第82条の
規 定により診療施設を設置し、 その名称及び位置は、 次のとおり 規 定により診療施設を設置し、 その名称及び位置は、 次のとおり
とする。 とする。

名称 位置 名称 位置
紀の川市国民健康保険直営鞘渕紀の川市中鞘渕91 1番地 紀の川市国民健康保険直営鞘渕紀の川市中輌渕1634 番地1
診療所 診療所
紀の川市国民健康保険直営細野紀の川市桃山町中畑10 8番地1
診療所

附 則
この条例は、 令和8年1月1日から施行する。



議案第7 5 号

紀の川市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の
資格基準に関する条例の一部改正について

紀の川市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に
関する条 例（平成2 5 年紀の川市条 例第 6 号）の一部を別紙のとおり改正するものとす
る。

令和7年9月 2 日 提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

水道法施行令（昭和 3 2年政令第 3 3 6 号）等の一部改正に伴い、 条 例の一部を改正
するため。
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紀の川市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成2 5 年紀の川市条例第6号）の一部
を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

3
8
 

改 正 月‘ I
’

J 改 正 後
（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格）

第3条 法第12条第2項に規 定する条例で定める布設工事監督者 第3条 法第12条第2項に規 定する条例で定める布設工事監督者
が有すべき資格は、 次のとおりとする。 が有すべき資格は、 次のとおりとする。

(1)学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大 (1)学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大
学を除く。 以下同じ。 ）の 学を除く。 以下同じ。 ）又は旧大学令（大正7年勅令第388

土木工学科又はこれに相当する課程に 号）による大学において土木工学科又はこれに相当する課程＿
おいて衛生工学若しくは水道工学に関する学科 目 を修めて卒業 を修めて卒業
した後、 2年以上水道 した後、 3年以上水道、 工業用水道、 下水道、 道路又は河川（

に関する技術上の実 以下この項において「水道等」 という。 ）に関する技術上の実
務に従事した経験を有する者 務に従事した経験を有する者 (1年6月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。 ）

(2)諏教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程 (2)諏教育法による大学又は旧大学令による大学において機械
において衛生工学及び水道工学に関する学科 目 以外の学科 目 を 工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程 を
修めて卒業した後、 3年以上水道 に関する技術上の実務に従 修めて卒業した後、 4 年以上水道等に関する技術上の実務に従
事した経験を有する者 事した経験を有する者 (2年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。 ）



3
9
 

改 正 月‘ I
’

J 改 正 後
(3)諏 教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課 (3)諏 教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課

程を含む。 ）又は高等専門学校において土木科又はこれに相当 程（以下「専門職大学前期課程」という。 ）を含む。 ）若しく
する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課 は高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）
程に あって は、 修了した後）、 5年以上水道に関する技術上の による専門学校（次号において「短期大学等」という。 ）にお
実務に従事した経験を有する者 いて土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（専門

職大学前期課程に あって は、 修了した後。 次号及び次条におい
て 同じ。 ）、 5年以上水道等に関する技術上の実務に従事した
経験を有する者 (2年6月以上水道に関する技術上の実務に従
事した経験を有する者に限る。 ）

（新設） (4 )短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれ らに相当
する課程を修めて卒業した後、 6年以上水道等に関する技術上
の実務に従事した経験を有する者 (3年以上水道に関する技術
上の実務に従事した経験を有する者に限る。 ）

(4 )賓交 教育法による高等甲交又は中等 教育学校 (5)諏 教育法による高等学交若しくは中等 教育辱交又は旧中等
学校令（昭和I 8年勅令第36号）による中等学校（次号にお

において土木科又はこれに相当 いて「高等学校等」という。 ）において土木科又はこれに相当
する課程を修めて卒業した後、 7年以上水道 に関する技術上 する課程を修めて卒業した後、 7年以上水道等に関する技術上
の実務に従事した経験を有する者 の実務に従事した経験を有する者 (3年6月以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。 ）
（新設） (6)高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれ らに相当

する課程を修めて卒業した後、 8年以上水道等に関する技術上
の実務に従事した経験を有する者 (4 年以上水道に関する技術



4
0
 

改 正 月ヽ
r IJ 改 正 後

上の実務に従事した経験を有する者に限る。 ）
( 5 )  1 0年以上水道 の工事に関する技術上の実務に従事した経 (7) 1 0年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 験を有する者 ( 5 年以上水道の工事に関する技術上の実務に従
事した経験を有する者に限る。 ）

(6)第1号又は第2号の卒業者であって、 学校 教育法による 大 ( 8 )第1号又は第2号の卒業者であって、 学校 教育法に基づく大
学院研究科において1年以上衛生工学若しくは水道工学に関す 学院研究科において1年以上衛生工学若しくは水道工学に関す
る課程を専攻した後、 又は大学の専攻科において衛生工学若し る課程を専攻した後、 又は大学の専攻科において衛生工学若し
くは水道工学に関する専攻を修了した後、 第1号の卒業者丘色 くは水道工学に関する専攻を修了した後、 第1号の卒業者に あ
っては1年以上、 第2号の卒業者に あっては2年以上水道 に っては2年以上、 第2号の卒業者に あっては3年以上水道等に
関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（第1号の卒

業者に あっては1年以上、 第2号の卒業者に あっては1年6月
以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限
る。 ）

(7)外国の学校において、 第1号若しくは第2号に規 定する課程 (9)外国の学校において、 第1号から第6号までに規 定する課程
及び学科 目 又は第3号若しくは第4 号に規 定する課程に相当す に相当す
る課程若しくは学科 目 を、 それぞれ当該各号に規 定する学校に る課程 を、 それぞれ当該各号に規 定する学校に
おいて修得する程度と同等以上に修得した後、 それぞれ当該各 おいて修得する程度と同等以上に修得した後、 それぞれ当該各
号に規 定する最低経験年数以上水道 に関する技術上の実務に 号に規 定する最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に
従事した経験を有する者 従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規 定する水道等

の最低経験年数の2分の1以上水道に関する技術上の実務に従
事した経験を有する者に限る。 ）

( 8 )技術士法（昭和 5 8 年法律第25号）第4 条第1項の規 定に (1 0)技術士法（昭和5 8 年法律第25号）第4 条第1項の規 定



4
1
 

改 正 月ヽ r IJ 改 正 後
よる第2次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科 目 と による第2次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科 目
して上水道及び工業用水道を選択したものに限る。 ）であっ として上水道及び工業用水道を選択した者に 限る。 ）であっ
て、 1年以上水道に 関する技術上の実務に従事した経験を有 て、 1年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有
するもの するもの (6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を直する者に限る。 ）
（新設） (1 1)建設業法施行令（昭和31年政令第2 7 3号）第3 7 条第

1項及び第2項の規 定による土木施工管理に係る1級の技術検
定に合格した者であって、 3年以上水道等に関する技術上の実
務に従事した経験を有するもの (1年6月以上水道に関する技
術上の実務に従事した経験を有する者に限る。 ）

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格）
第4 条 法第19条第3項に規 定する条例で定める水道技術管理者 第4 条 法第19条第3項に規 定する条例で定める水道技術管理者

が有すべき資格は、 次のとおりとする。 が有すべき資格は、 次のとおりとする。
(1)前条の規 定により水道の布設工事監督者たる資格を有する者 (1)前条第1号、 第3号又は第5号に規 定する学校において土木

工学科若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業
した後、 同条笙1号に規 定する学校を卒業した者については3
年以上、 同条第3号に規 定する学校を卒業した者（専門職大学
前期課程に あっては、 修了した者）については5年以上、 同条
第5号に規 定する学校を卒業した者については7 年以上水道に
関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(2)前条第1号、 第3号及び第4 号に規 定する学校において上杢 (2)前条第1号、 第3号又は第5号に規 定する学校において＿＿
工学以外の工学、 理学、 農学、 医学若しくは薬学に関する学科 工学、 理学、 農学、 医学若しくは薬学の課程又はこ



4
2
 

改 正 即‘ ’  改 正 後
目 又はこ れらに相当する学科 目 れらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこ れらに相

を修めて卒業した後（学校 教育法による 当する課程を除く。 ）を修めて卒業した後
専門職大学の前期課程に あっては、 修了した後）、 同条第1号 、 同条第1号
に規 定する学校を卒業した者については4 年以上、 同条第3号 に規 定する学校を卒業した者については4 年以上、 同条第3号
に規 定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課 に規 定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程
穏に あっては、 修了した者）については6年以上、 同条第4 号 ＿に あっては、 修了した者）については6年以上、 同条第 5 号
に規 定する学校を卒業した者については8年以上水道に関する に規 定する学校を卒業した者については8年以上水道に関する
技術上の実務に従事した経験を有する者 技術上の実務に従事した経験を有する者

(3) 略 (3) 略
(4 )前条第1号、 第3号及び第4 号に規 定する学校においてエ (4 )前条第1号、 第3号及び筐 5 号に規 定する学校においてエ

学、 理学、 農学、 医学及び薬学に関する学科 目 並びにこ れらに 学、 理学、 農学、 医学及び薬学に関する課程並びにこ れらに相
相当する学科 目 以外の学科 目 を修めて卒業した後（学校 教育法 当する課程以外の課程を修めて卒業した後、 同条第1号に規 定
による専門職大学の前期課程に あっては、 修了した後）、 同条 する学校を卒業した者については5 年以上、 同条第3号に規 定
第1号に規 定する学校を卒業した者については5 年以上、 同条 する学校を卒業した者（専門職大学前期課程に あっては、 修了
第3号に規 定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の した者）については7年以上、 同条第 5 号に規 定する学校を卒
前期課程に あっては、 修了した者）については7年以上、 同条 業した者については9年以上水道に関する技術上の実務に従事
第4 号に規 定する学校を卒業した者については9年以上水道に した経験を有する者
関する技術上の実務に従事した経験を有する者

( 5 )外国の学校において、 第2号 に規 定する笠昼 ( 5 )外国の学校において、 第1号若しくは第2号に規 定する豊穏
旦又は前号に規 定する学科 目 に相当する学科 目 を、 それぞれ当 ＿又は前号に規 定する課程 に相当する課程 を、 それぞれ当
該各号に規 定する学校において修得する程度と同等以上に修得 該各号に規 定する学校において修得する程度と同等以上に修得



4
3
 

改 正 目ヽ r LJ 改 正 後
した後、 それぞれ当該各号の卒業者（学校 教育法による専門職 した後、 それぞれ当該各号の学校を卒業した者（専門職大学前
大学の前期課程の修了者を含む。 ）ごとに規 定する最低経験年 期課程に あって比 修了した者） ごとに規 定する最低経験年
数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

(6) 略 (6) 略

（新設） (7)技術士法第4 条第 1 項の規 定による第2次試験のうち上下水
道部門に合格した者（選択科 目 として上水道及び工業用水道を
選択した者に限る。 ）であって、 1 年以上水道に関する技術上
の実務に従事した経験を有するもの

（新設） (8)建築業法施行令第37条第 1 項及び第2項の規 定による土木
施工管理に係る 1 級の技術検 定に合格した者であって、 3年以
上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの

附 則
この条例は、 公布の日から施行する。



議案第76号

紀の川市河北河南水道事業給水条 例の一部改正について

紀の川市河北河南水道事業給水条 例（平成17年紀の川市条例第19 3 号）の一部を
別紙のとおり改正するものとする。

令和7年9月2 日 提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

災害その他非常の場 合において、 他の市町村長等の指 定を受けた給水装置工事事業者
であっても工事を行うことを可 能とするため。

- 44 -



紀の川市河北河南水道事業給水条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市河北河南水道事業給水条例（平成17年紀の川市条例第19 3号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下
線の部分で ある。

4
5
 

改 正 目ヽ r IJ 改 正 後
（工事の施行） （工事の施行）

第12条 給水装置の設計及び工事は、 市長又は市長が法第16条 第12条 給水装置の設計及び工事は、 市長又は市長が法第16条
の2第1項の指 定をした者（以下「指 定給水装置工事事業者」と の2第1項の指 定をした者（以下「指 定給水装置工事事業者」と
いう。 ）が施行する。 いう。 ）が施行する。 ただし、 災害その他非常の場合において、

市長が他の市町村長（地方公営企業法（昭和27年法墾第292
号）第7条の規 定により置かれた水道事業の管理者を含む。 以下
この項において同じ。 ）又は他の市町村長が法第16条の2第1
項の指 定をした者が給水装置工事を施行する必要が あると認める
ときは、 この限りでない。

2 • 3 略 2 · 3 略

附 則
この条例は、 公布の日から施行する。



議案第77号

紀の川市公共下水道条例の一部改正について

紀の川市公共下水道条例（平成20年紀の川市条例第30号）の一部を別紙のとおり
改正するものとする。

令和7年9月2日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

災害その他非常の場 合において、 他の市町村長等の指 定を受けた工事店であってもエ
事を行うことを可 能とするため。

- 46 -



紀の川市公共下水道条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市公共下水道条例（平成20年紀の川市条例第30号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分であ
る。

4
7
 

改 正 月ヽ r IJ 改 正 後
（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施）

第6条 排水設備等の新設等の工事の設計及び施工は、 市長の指 定 第6条 排水設備等の新設等の工事の設計及び施工は、 市長の指 定
を受けた者（以下「排水設備指 定工事店」 という。 ）でなけれ を受けた者（以下「排水設備指 定工事店」 という。 ）でなけれ
ば、 行ってはな ら ない。 ば、 行ってはな らない。 ただし、 災害その他非常の場合におい

て、 市長が他の市町村長（地方公営企業法（昭和27年法律第2
92号）第7条ただし書の規 定により置かれた下水道事業の管理
者を含む。 ）の指 定を受けた者に工事を行わせる必要が あると認
めるときは、 この限りでない。

2 略 2 略

附 則
この条例は、 公布の日か ら施行する。



議案第 7 8号

令和 7 年度紀の川市一般会計補正予算（第 5 号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7 号）第21 8条第1項の規 定により、 令和 7 年度
紀の川市一般会計補正予算（第 5 号）について、 議会の議決を求める。

令和 7 年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第79号

令和7年度紀の川市国民健康保険事業勘 定特別会計補正予算（第1号）に
ついて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定によ り、 令和7年度
紀の川市国民健康保険事業勘 定特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求
める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第80号

令和7年度紀の川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第81号

令和7年度紀の川市介護 保険事業勘 定特別会計補正予算（第1号）につい
て

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市介護 保険事業勘 定特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第82号

令和7年度紀の川市財産区特別会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市財産区特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第83号

令和7年度紀の川市水道事業会計補正予算（第2号）について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市水道事業会計補正予算（第2号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第84 号

令和7年度紀の川市工業用水道事業会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市工業用水道事業会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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議案第8 5 号

令和7年度紀の川市下水道事業会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第21 8条第1項の規 定により、 令和7年度
紀の川市下水道事業会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和7年9月2日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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